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場

全      回3
※本スクールは全3回で
1つのプログラムです。
原則全回を通して
ご参加ください。

新 し い 挑 戦 を 、確 か な 成 長 に！

経済産業省「中堅・中核企業の経営力強化支援事業」

サステナ経営
スクール

取引・資金・コスト・人材の課題を整理し、
自社が次に取り組む具体策を決める

経営課題の可視化から、実践・投資判断へ

環境・エネルギー 人材・職場環境
GX 健康経営・

人的資本経営
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お申し込み方法は
裏表紙をご覧ください
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会場で開催3
岡
山

広
島

米
子

GX（脱炭素）と健康経営・人的資本経営を一体で捉え、自社のアクションプランを持ち帰るスクールです。内
容

中国経済産業局
主  催

共  催

協  力 中国経済産業局

瀬 戸 内 地 域 未 来 牽 引 企 業 プ ラットフォー ム「 せとうちフロン ティア 」

本プラットフォームは、地域経済を牽引する中堅・中小企業の経営規模拡大に伴う新事業展開等の取組を
支援し、地域経済の持続的な成長を実現することを目的に組成されました。具体的には、地域経済を牽引
する中堅・中小企業に対し、ノウハウの獲得、地域内外とのネットワーク構築といった面を集中支援することで、
経営規模拡大に伴う新事業展開等の取組を支援し、企業の成長および良質な雇用の創出を目指します。 

新しい挑戦を、確かな成長に！

瀬 戸 内 地 域 未 来 牽 引 企 業 プ ラットフォ ム「 せとうちフロン ティア 」

会  場

お申し込み方法

開催概要

３会場のいずれかにご来場ください。 ※3会場はオンラインで接続して同時開催します。

岡山会場
第一セントラルビル2号館

8階会議室

〒700-0901
岡山市北区本町6-30

広島会場
東京海上日動火災保険（株）

広島支店

〒730-0013 広島市中区八丁堀3-33
広島ビジネスタワー

［第1回・第2回］10階   ［第3回］ 9階

米子会場

中国銀行 米子支店

〒683-0802
米子市東福原1丁目1-1

https://setouchi-frontier.jp/seminar07.html﹇
お
申
し
込
み
は
こ
ち
ら
﹈

日
程

［第1回］ 11月20日（金）
［第2回］ 12月 4日（金）
［第3回］ 12月11日（金）

時
間 各回 14:00～16:30（受付13:30～）
参
加 本スクールは全3回で1つのプログラムですので、原則全回を通してご参加ください。

費
用 参加無料

［お問い合わせ］ せとうちフロンティア事務局（せとのわ社内） 086-201-1223 e-mail. setofuro@setouchi-frontier.jptel.
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こんなお悩みはありませんか？ プログラム内容（全3回）
開会・オリエンテーション14:00-14:05

14:05-14:35

14:35-15:10

休憩15:10-15:20

15:20-15:45

15:45-16:20

まとめ・第2回に向けた宿題16:20-16:30取引先からの脱炭素要請、エネルギーコストの上昇、人材不足や離職――。地域企業を取り巻く経営課題は、ますます複雑に
なっています。本スクールでは、GX（脱炭素）と健康経営・人的資本経営を一体で捉え、自社の現在地を把握したうえで優先課題
を整理し、「次に取り組む具体策」を決めることを目指します。講義・演習に加え、中国銀行・ちゅうぎんフィナンシャルグループ・せ
とのわによる地域企業の実践事例や支援策もご紹介します。全3回を通じて、自社のアクションプランを持ち帰っていただけます。

中国5県（岡山県、広島県、鳥取県、島根県、山口県）エリアの地域未来牽引企業のうち、
以下❶～❸のいずれかを満たす規模以上の企業。

優先的に対応すべき
経営課題の把握

01
小規模に着手する

施策・実証テーマの理解

02
担当者・期限・評価指標を
含むアクションプランの作成

03

全3回で1つのプログラムです。第1回は経営者・経営企画層、
第2回・第3回はテーマに応じて実務責任者とのご参加がおすすめです。

11.20

FR
I

1第    回

GX×健康経営による
持続可能な企業経営

経営者・経営企画層

推奨参加者

ゴール

自社の課題整理・現在地把握
持ち帰り

優先テーマの仮説

GX・健康経営が求められる時代背景／一体で考える理由と取組効果
東京海上日動火災保険株式会社 岡山支店講 師

売上向上につながるGX
株式会社せとのわ講 師

脱炭素経営の基礎理解
東京海上日動火災保険株式会社 マーケット戦略部地域戦略室講 師

健康経営の基礎理解
東京海上ディーアール株式会社講 師

開会・前回の振り返り14:00-14:05

14:05-14:35

14:35-15:05

休憩

15:05-15:35

15:35-15:45

16:05-16:20

まとめ・個別支援のご案内16:20-16:30

12.4

FR
I

第    回2

GX・脱炭素経営の
実践

経営層＋設備・環境・経営企画

推奨参加者

ゴール

削減計画策定・削減策検討
持ち帰り

GX実証テーマ・判断材料

脱炭素経営の基礎理解の振り返り／Scope1～3の算定方法
東京海上日動火災保険株式会社 マーケット戦略部地域戦略室講 師

サプライチェーンを巻き込んだScope3削減の動向・他社事例
株式会社中国銀行 コンサルティング営業部講 師

地域金融機関の支援事例：中国銀行の脱炭素支援メニュー
株式会社中国銀行 コンサルティング営業部講 師

脱炭素経営の実践に向けて
東京海上日動火災保険株式会社 マーケット戦略部地域戦略室講 師

15:45-16:05 コスト削減の具体策・支援事例
株式会社せとのわ講 師

開会・前回の振り返り14:00-14:05

14:05-14:40

14:40-15:00

休憩15:00-15:10

15:10-15:40

15:40-16:30

12.11

FR
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第    回3

健康経営・
人的資本経営の実践

経営層＋人事・総務・経営企画

推奨参加者

ゴール

戦略マップ策定
持ち帰り

ウェルビーイング アクションプラン

サステナビリティとしての健康経営の考え方
東京海上ディーアール株式会社講 師

中国銀行の健康経営実践事例
ちゅうぎんフィナンシャルグループ D&I NEXT10推進部講 師

職場環境改善の導入事例
株式会社せとのわ講 師

【ワークショップ】 
ウェルビーイングアクション検討／ご参加企業の取り組み共有

東京海上ディーアール株式会社講 師

講  師

本スクールで目指すもの

全3回で「次に取り組む具体策」を決め、行動計画へ

脱炭素経営アドバイザーベーシック。自治体・経済団体
と連携し、地域課題解決を推進。

渡辺 隼斗 氏
岡山支店マーケットクリエイションチーム　シニアアソシエイト
東京海上日動火災保険株式会社

P R O F I L E

国内営業を経験後、GX専門部門にて脱炭素経営・GX
推進を担当。全国の自治体・企業への支援に従事する
ほか、講演やセミナー等で情報発信を行う。

古林 功太郎 氏
マーケット戦略部地域戦略室（GX担当）　ユニットリーダー
東京海上日動火災保険株式会社

P R O F I L E

企業向けの健康経営推進支援や人的資本経営支援を
中心に業種を問わず数多くのコンサルティングに従事。

周藤 滉平 氏
ビジネスリスク本部　上級主任研究員
東京海上ディーアール株式会社

P R O F I L E

地域企業の脱炭素経営支援を担当し、CO2排出量の
見える化や削減目標の策定、資金調達支援などに従事。
企業の課題に寄り添い、脱炭素経営の実践に向けた伴
走支援に取り組む。

蓮岡 真広 氏
コンサルティング営業部　調査役
株式会社中国銀行

P R O F I L E

2006年中国銀行入行。2013年より本部にて法人営業や
ESG・GX関連業務に従事し、サステナビリティ・リンク・ロー
ン等の企画・推進を担当。2026年4月に同部署、DE&Iや健
康経営の推進に携わり、企業の持続的成長を支援している。

馬場﨑 翼 氏
D&I NEXT10推進部　次長
ちゅうぎんフィナンシャルグループ

P R O F I L E

2008年中国銀行入行。地域商社せとのわの立上げを
経て、中小～中堅・中核企業の売上成長を支援。GX・
健康経営を各社の具体策へ落とし込み、助言にとどま
らず省エネ設備や職場環境改善の販売・実装まで担う。

山本 信彦 氏
業務部　部長
株式会社せとのわ

P R O F I L E

概
要

対
象

取引先から
脱炭素への対応を
求められている

エネルギー
コストの上昇が
経営を圧迫

人材不足・離職で、
採用・定着に
悩んでいる

何から
着手すべきか
決められない

中国5県（岡山県、広島県、鳥取県、島根県、山口県）エリアの地域未来牽引企業のうち、
以下❶ ❸のいずれかを満たす規模以上の企業。
❶ 直近3年間のうちいずれかの年度で、年間売上高が100億円以上
❷ 常時従業員数が、以下の中小企業基本法に定める従業員数を超え、2,000名以下
❸ 直近年度の年間売上高が70億円以上かつ前年度からの売上高成長率が10％以上

（　　　　　　　　　　）中小企業基本法の定義：製造業その他：300人、
卸売業・サービス業：100人、小売業：50人

※内容・登壇パートは変更となる場合があります。


